































































































































































図3 東京市旧区画と航空写真レイヤ表示時 図4 さらにポイント写真レイヤ追加時
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ルアイコンツールで点を標記する（航空写真に
関しては、シンボルアイコンに代わってリージ
ョンツールを使い、写真のカバー範囲を標記す
る）
→参照情報としてテーブルに写真の説明文を入
力する（日本語250字以内）
つまり、写真はHyperlinkによって表の「画像番
号」とリンクし、表の「画像番号」はHotLinkによ
って内部的に図形オブジェクトとリンクしていると
いう仕組みである。
以上説明した作業の中で、最初の段階で決められ
ていた明治40年郵便地図は基図として適当ではな
いことが判明してきた。まず1907年という作製年
代は関東大震災との間に十数年の時間的ラグがあ
り、例えば神田駅や東京駅などのランドマークが地
図には描かれていない。そしてその範囲である当時
の東京市は今日の東京との間に空間的ずれがあり、
例えば新宿など震災関連で重要な場所は当時市外に
ある。これらのことにより、一部の写真の位置や範
囲は正確に表示することができない。
写真の場所性は地図との連携を可能にしたが、そ
の時間性は地図の選択を限定するといえる。震災写
真を正しく標記するには、震災直前の状況を反映し
た地図を選択したいところであったが、適当なもの
は見つからなかった。
震災直後、陸地測量部によって現地調査の結果を
踏まえて作成された「震災地応急測図」も考えられ
たが、東京市外関東地方の主要道路・鉄道周辺も含
んでおり、時間的にも範囲的にも適当だと思われる
ものの、地形図の等高線に加えてメモ標記などが多
く、コンピュータ画面に合わせて縮小して全体をみ
る場合、真っ黒になり、背景図としての単純明快さ
は欠けている。
いろいろ検討した結果、震災直後に作成された
「火災延焼図」を基図として使用することに切り替
え、その他の地図は参考図として表示の選択を可能
にすることとなった。
⑤～⑧の作業を繰り返し、例えば、現代数値地図、
基図、当時行政区画図、駅鉄道など交通機関図、延
焼動態図、消防関係図、航空写真、ポイント写真
（被害、避難、救済等）などのレイヤを蓄積すれば
（図3、図4参照）、関東大震災で10万人もの死者が
出た最も大きな理由である火災の進行やそれと関連
する消防活動の動向、そして被害、避難、救済など
社会的な側面を視覚的に把握できる、地図と写真に
よるデータベースが完成する。
一方、だれでもどこからでも自由にこのデータベ
ースにアクセスし、参照できるように、インターネ
ットでの利用環境も積極的に構築している。
ネットでの公開に際して大きな問題は二つある。
一つは法律的なもので、つまり地図、写真類の著作
権の問題であり、もう一つは技術的な問題である。
法律的には、使用する予定の出版物は震災直後
1923～1926年のものが殆どであり、すでに著作権
保護の期間が過ぎており、コレクション類は積極的
に所蔵者と交渉してきたが、許可を得られなかった
ものについて一般公開のデータベースでは割愛し
た。
技術面では、まずMapInfoで作ったデータを、同
じ会社によるweb公開用ツールを使用して公開する
ことを考えたが、目前のソフト購入やコンサルタン
ト費用、及び将来のメンテナンス費用などは莫大な
金額となる。一方、公開用のプログラムを特別に製
作し、画面分割や機能削減を図り、最低限のものを
公開する選択肢もあるが、データベースの意味は半
減される。
そこで、調査研究協力者・鹿島建設の上田純広
氏より、オープンソースの地図公開システムMap
Serverを利用することを提言された。NASAによっ
て後援されたForNetプロジェクト（森林資源管理）
を通してミネソタ大学（UMN）で開発されたこの
システムは、CGIベースでC言語を開発言語として、
GDAL/OGRなど著名なオープンソースライブラリ
ーやフリーウェアを使用しており、windows、
MacOS、Unix/Linuxなど多くのOS環境で作動でき
る。欧米を中心とする自治体、政府機関や民間で数
多くの実績があり、2003年に日本語が使用できる
ようになった。多くの利用者や開発者の共同作業に
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よって、安定性、快適性、多機能性やマルチ対応性
などの面では、Map Serverはすでに市販の高価な
ソフトを超えた感さえあるという状況にきていると
いう。
神奈川大学21世紀COEプログラムが所有するサ
ーバーでMap Serverの環境を構築し、本データベ
ースを公開する新しい試みがただいま行われている
最中である。さらにGoogle Earthとの提携によって
アニメーション効果による時系列の変化を表現する
など、魅力あるコンテンツと最新技術との結合によ
って世界に向かって積極的に発信していくことを予
定している。なお、Map Serverを利用しての情報
発信について、上田論文を参照していただきたい。
最後に地図と写真を連携させる手法の有効性につ
いて、航空写真を例に触れておきたい。
まずGISソフトを利用して航空写真を地図上で整
理すれば、他の写真との相互参照が可能となる。ポ
イント写真は点の情報だとすれば、航空写真は面の
情報であるといえる。西田論文では火災及びその被
害の広域的なイメージとして航空写真が活用されて
いるように、面の情報によって点の情報の蓄積だけ
では得られない全体像が把握できるのである。
次に、地図上に表示すれば、個々の写真をみると
きに気づきにくい全体の傾向性などが見えてくる。
例えば、図5は、宮内庁書陵部が所蔵している「関
東大震災写真集」の航空写真を地図上に表示させた
画面の一部である。四角い枠は、航空写真がカバー
する地域の範囲を地図上で表示させたものである。
すると、麹町区と神田区の境界線に沿うような形で
ほぼ同じ大きさの枠が6－7個、大体同じ角度で等
間隔に並んでいることは、おそらく一目みれば誰で
もすぐに気づくことであろう。
カメラの焦点距離（50cm）と写真乾板のサイズ
（18cm×24cm）は同じであるので、枠の大きさ
（撮影地域の面積）は、撮影高度と比例するのであ
る。同じ大きさの枠は同一高度からの撮影というこ
とを示している。実はこれらの写真はいずれも航学
9月4日、高度600mからの撮影である。しかしここ
までなら、写真の書込みからでも確認できるといえ
る。これらの写真は1本の線に沿うように互いに平
行し、しかもほぼ同じ間隔を持っているのは、地図
上でみて初めて分かることである。
この規則的な配列は、決められた航路と撮影間隔
の結果であり、その背後に撮影計画の存在があった
と考えられる。1923年当時は計画的な航空写真の
撮影があったのか？その背景、経過は如何であろう
か？実はこれは筆者が関東大震災の航空写真に興味
を感じた一つのきっかけであり、本報告書の「関東
大震災と航空写真」はその調査研究成果の一部であ
る。そこで陸軍飛行第五大隊（飛五）と陸軍航空学
校（航学）は震災後、航空写真を撮影した主要な機
関であるが、飛五の目的は状況把握であり、航学は
連続写真の計画があったという、二者の任務の相違
が明らかになった。図5ではこのことを視覚的に把
握することができる。すなわち飛五の写真は重要地
域に対して点描しているように見えるが、航学の写
真は一定の航路に沿って規則的な分布を見せてい
る。さらにこの規則性を利用して同じ航路であった
写真を推定し、あるいは航路・高度の安定さを検証
することによって当時の技術レベルを考察すること
もできよう。
第三に、地図上での表示は航空写真の書込み情報、
とくに撮影高度を確認する有力な手段の一つにもな
る。例えば図5右上の上野不忍池の写真は、書込み
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図5 地図上で表示された航空写真（一部）□は航空写真を示す
宮内庁の数字は間違いであり、戒厳司令部のは正し
い可能性が高いと、他の資料を借りなくても地図上
からほぼ断定できるのである。
（おう・きょう）
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の高度が600m（宮内庁）と1250m（戒厳司令部）
の2種類がある。麹町区と神田区の境界に沿う航学
600mの一連の写真と比べれば、この上野の1枚は
遥かに広い地域をカバーしており、600mより遥か
に高いところから撮影されたことが明らかである。
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